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法改正テスト３ 「児童福祉法」改正・育児休業制度 解説編 

Ⓒ2024sakurakosensei 転載・転売・流用禁止 

問1 正答 ５ 

「児童福祉法」第 18 条の５。 

 

次の各号のいずれかに該当する者は、保育士となることができない。 

一 心身の故障により保育士の業務を適正に行うことができない者として（ a ）×厚生労働省令→

〇内閣府令で定めるもの 

二 （ b ）×禁錮以上の刑に処せられて三年を経過しない者→〇禁錮以上の刑に処せられた者 

三 この法律の規定その他児童の福祉に関する法律の規定であつて政令で定めるものにより、罰金

の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなつた日から起算して（ c ）

〇三年を経過しない者 

四 第十八条の十九第一項第二号若しくは第三号又は第二項の規定により登録を取り消され、その

取消しの日から起算して（ d  ）〇三年を経過しない者 

五 国家戦略特別区域法（平成二十五年法律第百七号）第十二条の五第八項において準用する第十

八条の十九第一項第二号若しくは第三号又は第二項の規定により登録を取り消され、その取消

しの日から起算して（ e ）×二年→〇三年を経過しない者 

 

 

問2 正答 ４ 

Ａ × 育児休業制度の根拠法は、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に

関する法律」である。 

Ｂ × 出生時育児休業とは、別名「産後パパ育休」といい、父親の育児休業を定めたものである。

この制度では、原則休業の 2 週間前までに申し出ることとされている。 

Ｃ 〇 育児休業制度、出生時育児休業制度ともに、分割して 2 回取得することができる。 

Ｄ × 出生時育児休業では、労使協定を締結している場合に限り、労働者が合意した範囲で休業

中に就労することが可能である。なお育児休業制度においては、原則就業は不可となっている。 

 

 

問 3 正答 １ 

A × 「「令和 3 年度雇用均等調査」（令和 4 年 7 月 厚生労働省）事業所調査結果概要「育児・介

護休業制度等に関する事項」１「育児休業制度」（以下「調査」）（１）「育児休業制度の規定状況」に

よると、育児休業制度の規定がある事業所の割合は、事業所規模５人以上では 79.6％と、前回調査

（令和元年度 79.1％）より 0.5 ポイント上昇したとされている。 

B 〇 「調査」（２）「育児休業制度の内容」では、育児休業制度の規定がある事業所において、子

が何歳になるまで育児休業を取得できるかについてみると、「２歳（法定どおり）」が 60.5％（令和

元年度 56.7％）と最も高くなっており、次いで「２歳未満」28.4％（同 33.0％）、「２歳を超え３歳



2 

 

未満」7.8％（同 7.5％）の順となっている。 

C × 「調査」（４）「育児休業制度の利用状況」イ「育児休業者割合」によると、平成 24 年の女

性の育児休業取得率は 83.6％、令和 3 年の同率は 85.1％となっており、令和 3 年の方が高い。 

Ｄ 〇 「調査」（４）「育児休業制度の利用状況」イ「育児休業者割合」によると、平成 24 年の男

性の育児休業取得率は 1.89％、令和 3 年の同率は 13.97％であり、令和 3 年の取得率は約 7 倍の増

加となっている。 

 

 

 


